【本部情報】鹿児島県阿久根市長の控訴を棄却＝９／１７懲戒免職取消訴訟

裁判所には、鹿児島県本部から30人と宮崎県本部や本部の澤田陽子副委員長、西田一美法対労安局長が傍聴支援を行った。裁判長が判決主文を読み上げ、組合員の勝訴が分かると傍聴席から拍手が起きた。

　本件は、竹原信一市長が議会の不信任決議を受ける2009年4月17日に、庁舎内に人件費を書いた紙を張り出し、Ａさんが市長の自動失職後にその紙を職務代理者の机に戻したことに対し、市長が2009年7月31日付けで免職処分にしたもの。Ａさんは2009年8月26日に鹿児島地方裁判所に「処分の取り消しを求め」提訴。2010年4月9日、地裁は「2009年7月31日付けで阿久根市長がした処分を取り消す」とのＡさん勝訴の判決を言い渡した。市長がこの判決を不服として控訴していたもの。

　勝訴判決後の報告集会で、鹿児島県本部の榮留道夫委員長は「常識的な判決。これを厳粛に受け止め、市長は上告断念の判断を」と訴えた。また、本部の澤田副委員長は「全国の自治労組合員だけでなく国民が注目していた判決。今後とも、自治労は阿久根のたたかいを全力で支えていく」と連帯の言葉を述べた。

　この日の判決内容について、訴訟代理人の増田秀雄弁護士は「組合員の行為と市長の処分の重さの均衡が争われた裁判だが、高裁は地裁判決を踏襲し市長の処分を裁量権の乱用で無効と再確認させた。さらに市長の独善的な行為の不当性を追加している」と説明した。

　なお、9月24日に予定されている公平委員会裁決と、その取り扱いが今後注視される。

　本部は公平委員会での正当な裁決を求めるとともに、組合員の命と尊厳を守るため引き続き、阿久根市職、鹿児島県本部とともに取り組む。
